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研究成果の概要（和文）：この研究の目的は二つある。第一は，日本の社会科で知識･技能の「活用」力を育てる方法
を明らかにすることであり，そのため英国と米国の「活用」力を育てるカリキュラムと授業を調査を行った。第二は，
調査結果を参考にして日本の社会科で実施可能な授業モデルの開発とカリキュラム編成の考え方を示すことである。研
究成果として，「学問的探求方法活用型」、「概念活用型」、「判断基準活用型」の授業モデルを開発した。さらに，
コンテンツを明確にしたコンピテンシーベーストのカリキュラム編成の必要性を提案した。

研究成果の概要（英文）：This research has the following two aims. The first is to clarify the method of 
fostering Japanese students’ ability to apply social studies knowledge and skills. For this purpose, 
curricula and lessons from Britain and the United States that foster ‘application ability’ were 
investigated. The second purpose is to develop a lesson structure for social studies in Japan based on 
the findings. Moreover, a curriculum organization is presented. The lesson structures of ‘Conjugation of 
the method of academic search’, ‘Concept conjugation’, and ‘Criterion conjugation’ were developed as 
outcomes of the research. In addition, the organization of the curriculum of the competency base was 
proposed to clarify the curriculum contents.

研究分野：社会科教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 平成 20 年度版学習指導要領で重視されたも
のの一つが知識・技能を活用する学習であった。
社会系教科教育では、地理、歴史、公民の三領
域が存在しているが、それぞれ学校段階に応じ
た「活用」についての解明がいまだ不十分と考
えた。  
 そこで、社会系教科目で知識･技能の「活用」
を先進的に展開している英国及び米国の「活用」
の論理を究明し、そこから学校段階に応じたカ
リキュラムの指針を明確化し、我が国でも実践
可能な「活用」力を育成する授業モデルの構築
が必要ではないかという課題意識のもと研究を
開始した。 
 
２．研究の目的 
次の二つを本研究の目的とした。 
第一、日本の社会系教科目における各学校
段階に応じた望ましい知識･技能の「活用」
力の育成方略、ならびにその系統的・段階的
育成の在り方を明らかにする。 
第二、平成 20 年度版学習指導要領におけ
る社会系教科目の教育実践にフィードバッ
クさせることを志向し、英国及び米国調査か
ら得られた知見に基づき、我が国でも実践可
能な「活用」型の授業モデル、系統的・段階
的育成方略、およびその方略に基づくカリキ
ュラム構成上の指針を開発・提示する。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究体制 
研究の目的を達成するため、研究代表者
（大杉）と研究分担者 8名の合計 9名を英国
調査グループ（大杉・須本・伊藤・竹中・田
中）と米国調査グループ（土井・草原・橋本・
山田）に分けて英国、米国の地理教育、歴史
教育、公民教育の知識･技能の「活用」につ
いて調査・分析を行うこととした。また、知
識・技能の「活用」に関連する文献研究を行
い、日本の社会系教科目の「活用」に関する
課題を明らかにすることにした。 
 
(2) 調査方法と開発 
平成 23～25 年度にかけて、英国と米国の
調査を実施し、インタビューとともに、初
等・中等教育段階の授業視察を重点的に行う
こととした。そして、平成 26 年度には、外
国調査で得られた知見を踏まえて、「活用」
の方略を明示し、我が国でも実践可能な「活
用」力を育成する授業モデルの開発とその系
統的育成方略、それを踏まえたカリキュラム
構成上の指針を開発することとした。 
 
４．研究成果 
(1) 英国調査結果 
 英国調査グループはロンドンにある教育

省を訪問し、ナショナルカリキュラム作成に
おいてシティズンシップを担当したパウ
ル・アダムスと地理及び歴史を担当したジョ
ン・ホッパーへのインタビューを行った。ま
た、ロンドン大学のデービッド・ランバード
へのインタビューや、レスター市の中等学校
Moat Community College での授業視察を行い、
地理、歴史、シティズンシップにおける知識･
技能の「活用」についての考え方及び新しい
ナショナルカリキュラムにおける３教科の
変化や授業の特色を次のようにまとめるこ
とができた。 
 すなわち、地理，歴史，シティズンシップ
は、これまで知識とスキルを理解し、それを
応用させることを求めてきたが、2014 年から
実施の新しいナショナルカリキュラムでは、
従来よりも知識の重要性を認めたものとな
っている。 
 例えば，2014 年実施のナショナルカリキュ
ラムでは、地理はフィールドワークをより重
視しているが、新たに地域に関する知識の指
導が加えられた。歴史はキーステージ２で石
器時代や鉄器時代を指導することになった。
さらに、重要なスキルは歴史の知識を学ぶ過
程で身に付けさせることになった。シティズ
ンシップは政治システムや英国の統治機構
に学習内容の焦点が置かれ､また新たに金融
教育が取り入れられた。 
 このように知識が重視されるようになっ
たものの、それを活動的な学習の中で応用さ
せることを重要視しているのは従来通りで
ある。シティズンシップについても､根拠を
検討し、様々な意見を議論し、その背景を推
論するために、政治的、社会的な問題を批判
的に探求するためのスキルと知識を持つ子
供を育成することを目指しており、その教科
の性格は変わっていない。例えば、レスター
市の中等学校 Moat Community College では､
「若者の権利」「政治」「金融と企業」等のテ
ーマで内容が構成された授業が行われてお
り、自らの考え方（価値観）を自覚し、それ
を他者の価値観や観点と比較する学習が展
開されている。そして、シミュレーションを
用いた政策決定学習を行い、自身と他者が考
える政策の優先順位の比較、分析、調整を行
う中で、自身の見方や考え方の成長を促すよ
うになっている。 
 以上のように、英国では、社会問題を批判
的に探求させるために知識を学びそれを活
用させることが求められていると言えよう。 
 
(2) 米国調査結果 
 米 国調査グループは NCSS(National 
Council for the Social Studies)に参加し、
社会科教育研究の動向に関する最新の資料
を収集し、その分析を行った。また、ハワイ
州の調査を行いハワイ大学ロースクールや
Leilehua High School を訪問し授業視察を行
った。その結果、米国の社会科教育の研究動
向及びカリキュラム編成や知識･技能の活用



に関する考え方の特色をまとめることがで
きた。 
 カリキュラム編成については、近年米国で
Social Studies for the Next Generation: 
Purposes,Practices,and Implications of 
The College, Career,and Civic Life(C3) 
Framework for Social Studies State 
Standards，通称「C3」フレームワークが開
発され、各州の社会科カリキュラムスタンダ
ードの策定に際して参照されることが期待
されている。 
 「C3」の特質を整理すると次の３点にまと
めることができる。第一は、目標を市民生活
の充実に求め、それを実現する能力を「探究」
というコンピテンシーに具体化している点
である。第二は、一般的な読み書き能力の中
から、特に市民生活上の「探究」に必要とさ
れる「リテラシー」を抽出し、社会科と関係
の深いコンピテンシーに具体化している点
である。第三は、人文・社会諸科学の中から，
探究に必要とされる「学問の概念とツール」
を抽出し、コンテンツベースの見方・考え方
を体系化している点である。そして、子供に
育成すべきコンピテンシーを、市民生活上の
探究と問題解決に「限定」し科学的な知見を
媒介にして「間接的」に形成しようとするこ
とを明らかにして、我が国の教育改革が参照
すべきポイントとして整理した。 
 次に、ハワイ州の調査では Peer Mediation
に注目し、その実践を行っている Leilehua 
High School の授業を視察した。そして、「紛
争に対処する能力・戦略を身に付ける」「意
思決定をしたり、コミュニケーションする能
力を育成する」など、市民として日々の生活
上で必要な交渉技能を身に付け活用するこ
とが Peer Mediation の特色であると整理し
た。 
 
(3) 授業モデルの開発 
 ①小学校社会科 
 英国及び米国の調査結果を参照し、日本に
おける社会科の「活用」に関する課題を明確
化して、その改善と「活用」力育成のための
授業モデルを開発した。 
 まず、「活用」の課題に関して、これまで
の小学校社会科には、二つの実践的課題があ
ることを明らかにした。第一に、小学校社会
科の実践の多くは、方略的知識（「つかむ」「し
らべる」「まとめる」「生かす」というプロセ
スを経ることで社会的な意味理解を深める
という学習方法に関する知識）を活用して授
業を行うことが多い。しかし、それは思考の
プロセスに基づいたものになっており、この
プロセスを経るという条件を満たすだけで
児童が社会的事象の意味理解を深めること
ができるかどうか疑問である。 
第二に、小学校社会科のねらいは、「工夫
や努力」を通して社会改善を目指す態度を養
うことにあると言われる。しかし、「工夫や
努力」を社会諸科学の知識による分析・検討

もなく、ただ方略的知識（追求方法を示す知
識）を用いた追求を通して学ばせようとする
のでは、結局、何の根拠もなく「工夫や努力」
さえすれば社会は良くなるという単純な態
度を形成する可能性があることを指摘した。 
 そこで第一の課題に対しては、英国の地理
教育で取り上げられているプロセデュアル
ナレッジや米国の「C3」で示された「問い」
「概念」「資料」「表現・行動」を参考に、プ
ロセデュアルナレッジと概念及び学問的探
求方法の「活用」を取り入れた「学問的探求
方法活用」型授業モデル「景観問題を考える」
を開発した。以下はその授業構想図である。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
上図に示すように、この授業モデルは、環
境を守るために必要なすべての実施手段（裁
判、警察、罰金など）を行使するという環境
経済学に基づくコマンドアンドコントロー
ルという概念を活用させて環境問題を考え
る構成となっている。 
 次に第二の課題に対しては、「工夫や努力」
の合理性や妥当性を政治学や経済学など社
会諸科学の理論や概念を活用して解明し，冷
静に社会の在り方を考察する学びを保証す
るという考え方で授業モデルを作成した。そ
の際、英国及び米国の教科書を参考にした。
英米の教科書の章や節の冒頭には、子供が授
業で考え判断する際に活用すべき諸学問の
基本概念がキーワードとして示されている。
そして，具体的な問題場面を設定しその概念
を活用させるようになっている。この教科書
を参考にして、「概念活用型」授業モデル「香
川県の水産業の工夫や努力－養殖場の効率
化－」を開発した。以下はその効率化のモデ
ル図である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 上図のように、この授業モデルは、香川の



ハマチ養殖場が冬場は使われておらずムダ
になっているため、冬にサーモンの養殖を行
うという「工夫や努力」を効率化（＝社会的
なムダを省き、資源をムダなく使って多くの
人の幸福を増やす）という概念を活用して、
その合理性と妥当性を学ばせる構成となっ
ている。 
 ②中学校社会科 
 続いて中学校社会科の授業モデルを開発
した。中学校社会科に関しては、昭和 33 年
に特設道徳が設けられて以降、価値的な内容
が減少しており、社会的な論争問題に対して、
判断基準を学び、それを活用して意思決定を
行う能力を育成することが十分なされてこ
なかったという課題を指摘した。 
 この課題に対し、英国のシティズンシップ
を参考に、判断基準となる知識を学びつつ，
それを活用して社会問題を批判的に探求さ
せる「判断基準活用」型授業モデル「誰が負
担するのか」を開発した。 
授業では､民家にできた蜂の巣の駆除をど
うするかで､市民と市長がネット上で論争を
起こした事例を取り上げている。次の図がこ
の論争の論点である。 
 
 
 
 
 
 
 上図のように、この授業モデルは、論争の
論点を明確にし、「租税の非対価性」という
概念を身に付けさせた上で、「誰が便益を受
け、誰がどのような負担をすべきか」と問い，
「効率と公正」という判断基準となる知識を
活用して判断させる構成となっている。 
 以上のように、英国及び米国の社会系教科
目において知識・技能の活用について調査し、
その成果を生かして、我が国の初等中等社会
科の課題を明確にしつつ、「学問的探求方法
活用型」、「概念活用型」、「判断基準活用型」
の授業モデルを開発した。 
 
(4) カリキュラム編成の考え方 
カリキュラム編成については、従来の日本
の社会系教科目は、児童生徒に身に付けさせ
るべき内容（知識、概念）を設定し、その内
容に基づいて、考え判断する力や表現する力
を養うという内容主導で能力を従属させる
コンテンツベーストのカリキュラムとなっ
ていた。 
一方、本研究で検討した知識･技能の「活
用」力の育成方略は、能力としての「活用」
力であり、英米で主流となりつつあるコンピ
テンシーベーストのカリキュラム編成が参
考となる。コンピテンシーベーストの場合、
児童生徒に育てるべき能力を設定し、それを
育成するために必要な内容を選択配置する
という、能力主導で内容を従属させるカリキ
ュラム編成となる。 

 本研究の成果として提案した「学問的探求
方法」、「概念」、「判断基準」はいずれも諸学
問を背景にしたものであり､こうしたコンテ
ンツを明確にしつつ､コンピテンシーベース
トのカリキュラムの編成が必要となると考
えた。 
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